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論 文 内 容 の 要 旨 
 
1. はじめに 
 目標言語でコミュニケーションを成功させるためには、音韻、文法、語彙などの言語能力だけでな
く、状況や対人関係などに応じて言語を適切に使用することができる「語用論的能力  (Pragmatic 
Competence)」も合わせて習得する必要がある。特に中･上級者の語用論的エラーは、学習者の意図し
ない含意と誤解されてしまうことがある。したがって語用論的能力の習得・習熟を促す指導は、上級
学習者になっても欠かせない。第二言語学習者（以下、学習者）の語用論的能力の解明に関わる研究
分野は「中間言語語用論 (Interlanguage Pragmatics)」と呼ばれ、「依頼」や「断り」、「謝罪」などの発
話行為を対象にした研究が数多くなされてきた。 
 筆者の修士論文では、中国語および韓国語を母語とする日本語学習者の「断り」行為におけるヘッ
ジの使用状況を形式と機能の両観点から分析した。その結果、中間言語としてのヘッジの特徴、日本
語の話し言葉におけるヘッジの特性、また日本語教育の現場におけるヘッジの指導の必要性を指摘す
ることはできた。しかし、母語の影響の有無および発話行為全体のパターンを解明するまでには至ら
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なかった。発話行為における学習者の中間言語を探るためには、緩和機能をもつ言語形式に焦点をあ
てた、言わばミクロ的な視点だけでなく、発話行為全体に焦点をあてたマクロ的な視点からの分析、
考察が必要であると考える。 
 博士論文では、中間言語語用論の観点から、「不同意」行為における学習者言語の使用実態を探る。
「不同意」行為は、「断り」行為と同様に相手の意向に反する発話行為の 1 つであり、対人関係に配慮
した言語表現が自ずと求められる。また合意形成を目指したディスカッションでは、対人配慮はもち
ろん、「不同意」という目的を達成することも重要である。しかしながら中間言語語用論において、日
本語学習者による「不同意」行為を扱った研究や口頭によるデータをもとに談話レベルで分析、考察
を行った研究は限定的であり、解明されていない点が多い。近年盛んになってきているアカデミック・
ジャパニーズにおいては「ものごとを論理的に考え、相手に伝えられる能力」や「自分を自身らしく
表現でき、相手に理解してもらい、互いに伸びていける能力」は、留学生のみならず日本人大学生・
大学院生にとっても求められる能力であるとされている（三宅 2003）。日本語学習者は、「不同意」行
為をどのようなストラテジーによって展開し、どのように対人配慮を具現化するのだろうか。それら
については日本語学習者と母語話者との間で差異がみられるのか、また差異が生じる場合、何に起因
しているのか。本研究では、実証的研究を行い、中間言語語用論の観点からこれらを解明する。本研
究の分析結果および考察は、中間言語語用論研究だけでなく、日本語教育の現場に貢献できるもので
あり、日本語母語話者にとっても有益な情報となり得るものと考える。さらに、本研究で収集した録
音、録画データは、精緻化させることにより、学習者コーパスや日本語コーパス、中国語コーパスの
1 つとして、言語学のみならず教育学、異文化コミュニケーションといった分野にも利用されること
が期待され、今後これらの研究分野の発展にも少なからず寄与できるものと考える。 
 
 
2. 先行研究と本研究の目的 
本研究が依拠する中間言語語用論は、学習者のもつ語用論的能力の習得を扱う分野であり、「非母語
話者による第二言語の語用論的知識の使用と習得の研究 (the study of non-native speakers’ use and 
acquisition of L2 pragmatic knowledge)」（Kasper 1996 :145、筆者訳）と規定される。以下では、中間言
語語用論の理論的基盤である「発話行為理論」と「ポライトネス」について述べる。Austin (1962) に
よって提唱された「発話行為理論」では、その命題内容の真偽が判定できるか否かで発話を分類して
おり、真理条件によって判断されない「行為遂行発話」では、3 つの行為（①発語行為、②発語内行
為、③発語媒介行為）が同時に遂行されるという。このうち、中間言語語用論において最も重要なの
は②発語内行為である（岩田・重光・村田 2013）。発語内行為の解釈は、聞き手の語用論的能力にか
かっているからである。一方の「ポライトネス」とは語用論的な概念であり、「円滑な人間関係を確立・
維持するための言語行動」（宇佐美 2003）とされる。ポライトネスには様々なアプローチがあるが、
中間言語語用論の研究に最も影響を与えてきたのは、Brown and Levinson (1987) の「ポライトネス理
論 (Universal Theory of Politeness)」だとされている。Brown and Levinson (1987) は、Goffman (1967) の
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フェイス (face) という概念を用い、異なる複数の言語の比較を通して普遍的にポライトネスの規則が
存在するとしている。フェイスとは「人、個人が維持しようとする世間に対する自己イメージ」であ
り、Brown and Levinson (1987) では、「ポジティブ・フェイス (Positive face)」と「ネガティブ・フェ
イス (Negative face)」の 2 つに分類している。前者は「すべての構成員が持っている、自分の欲求が
少なくとも何人かの他者にとって好ましいものであってほしいという欲求」であり、後者は「すべて
の能力ある成人構成員が持っている、自分の行動を他者から邪魔されたくないという欲求」である
（Brown and Levinson 1987、田中（監訳） 2011: 80）。両フェイスを脅かす行為は「フェイス侵害行為 
(Face Threatening Act) 」（以下、FTA）と呼ばれており、互いのフェイスが傷つきやすい状況では、FTA
の深刻度に応じてそれを軽減する様々なストラテジー (strategy) を講じるとされている。 
 本研究で注目する「不同意」行為に関しては、会話分析のアプローチを用いた研究が中心であり、
「不同意」を緩和させるため、会話参加者は様々なストラテジーを駆使することが明らかになってい
る。しかし学習者を対象とした研究では、英語学習者を対象にした研究や筆記データに基づく研究が
中心であり、日本語学習者を対象にした研究、口頭データに基づき談話レベルで分析した研究、「不同
意」行為全体を緩和させるストラテジーと「不同意」の中核部分を緩和させるヘッジとを併せて分析
した研究、また学習者の母語も併せて分析した研究は非常に限られている。中国人日本語学習者を対
象にした倉田・楊 (2010) は、グループ会話を扱い、「不同意」を談話レベルで分析した点で興味深い
が、データ数が非常に小さく、ヘッジや母語の影響、学習者の認知プロセスについての分析は行われ
ていない。 
「不同意」行為は、非選好的応答であり、FTA の一つである。学習者が「不同意」行為中に示す語
用論的特徴に関して、マクロ的視点（ストラテジーの連鎖）およびミクロ的視点（ヘッジ）の両視点
から分析を行い、目標言語話者と学習者のそれらを比較すること、また目標言語の言語使用からの逸
脱に影響する要因を探ることは、非常に重要である。 
 
3. 研究課題 
本研究では、「不同意」行為を以下のように定義し、分析および考察を行う。 
 
「聞き手 H が発話した意見、もしくは信じていることが前提とされる命題 P について、話し手 S が
同意せずに述べた P ではない命題内容または含意をもつ一連の発話（群）」 
 
本研究は、中国人日本語学習者の「不同意」行為を、中間言語語用論の観点から分析、考察し、「不
同意」行為の語用論的特徴を明らかにすることを第一の目的とする。また相違点がある場合、つまり
日本語母語話者が産出した言語表現から逸脱する場合に、その原因の所在を検証することを第二の目
的とする。具体的な研究課題は、以下の 3 点である。 
 
（課題Ⅰ）中国人日本語学習者と日本語母語話者の「不同意」行為で使用されるストラテジーの連鎖
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の類似点と相違点を明らかにする。 
（課題Ⅱ）中国人日本語学習者と日本語母語話者の「不同意」行為におけるヘッジの使用状況の類似
点と相違点を明らかにする。 
（課題Ⅲ）「不同意」行為を遂行する際の学習者の認知プロセスを明らかにする。 
 
4. 研究方法 
上で述べた研究課題を解明するにあたり、まず、調査参加者全員（①日本語母語話者同士のペア 20
組（使用言語：日本語）、②中国人日本語学習者と日本語母語話者のペア 20 組（使用言語：日本語）、
③中国語母語話者同士のペア 20 組（使用言語：中国語））に、課題達成型のディスカッションを行う
ように指示し、続けてフォローアップ・アンケートを行った。ディスカッションは「不同意」行為を
収集するためのものであり、フォローアップ・アンケートはデータの信頼性および学習者の学習環境
を確認するためのものである。最後に、学習者に対してのみ、中国語でフォローアップ・インタビュ
ーを行った。フォローアップ・インタビューの主な質問内容は以下の 3 点である：(1)「不同意」行為
中に思考した言語、(2) 留意点、(3) 日本語の語用論的知識。得られた全ての発話データは、文字化作
業および翻訳作業（中国語のみ）を行い、分析データとした。 
次に、収集できたデータから本研究の定義に合致する「不同意」行為を抽出し、単独型と複合型に
分けた。単独型とは「不同意」が 1 発話文のみで遂行されるパターンであり、複合型とは複数の発話
文によって遂行される「不同意」行為である。なお本研究では、ペアである両名の発話ではなく、一
方のみをベースとして固定し、そのベースが「不同意」行為中に産出する言語表現を分析対象とする。
グループ間での比較を行いやすくするためである。本稿では、以下のように略称を定める：①日本語
母語話者同士のペア：一連の会話で最初に「不同意」を述べる日本語母語話者を JJ、②中国人日本語
学習者と日本語母語話者とのペア：中国人日本語学習者を CJ、③中国語母語話者同士のペア：一連の
会話で最初に「不同意」を述べる中国語母語話を CC。 
分析にあたっては、先行研究を参考に 8 つのストラテジーに分類した：①｛反対意見｝、②｛代案提
示｝、③｛理由提示｝、④｛肯定的意見｝、⑤｛意見保留｝、⑥｛情報要求｝、⑦｛明確化要求｝、⑧｛そ
の他｝。①~③は、「不同意」が実際に発話内効力を持つ「主要部」に分類される。④～⑧は、外的修
正、つまり「不同意」行為の効力を軽減する「補助部」に分類される。研究課題Ⅰを遂行するため、
「不同意」のタイプ（単独型と複合型）別に、それぞれ、「不同意」行為の冒頭文とストラテジーの連
鎖について分析を行った。研究課題Ⅱについては、上述の主要部におけるヘッジの使用率および個別
の言語形式について分析を行った。研究課題Ⅲに関しては、フォローアップ・インタビューを通じて
得た回答結果をもとに内容分析を行った。 
 
5. 結果と考察 
5.1 ストラテジーの連鎖 
5.1.1 単独型 
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冒頭部で使用されるストラテジーについては、JJ と CJ では、80%以上の「不同意」行為において主
要部先行型が使用される点、｛理由提示｝先行型 が最も多く、｛反対意見｝先行型、｛代案提示｝先行
型が続く点で類似していた。CC でも同様の結果だった。これは、JJ、CJ、CC ともに外的修正、つま
り前置きや遅延といったクッションを挟まずに、直ちに中核部分に入るパターンが大多数を占めるこ
とを示している。 
次にストラテジーの連鎖について述べる。JJ と CJ は、主要部のストラテジーの使用頻度が補助部
を上回っていた点、｛理由提示｝が最も多く、｛反対意見｝、｛代案提示｝が続いた点で共通していた。
CC でも同様の結果がみられた。CJ が｛理由提示｝を多用していた点は、Kobayakawa and Umino (2009) 
による報告や倉田・楊 (2010) による報告を支持する結果である。これらは、母語を問わず、単独型
の「不同意」行為では、明示的に、かつ効率的に示される傾向が強いことを示唆している。また、3
グループとも｛理由提示｝が｛反対意見｝を上回ったことから、聞き手に否定的な態度を直接的に示
すよりも、間接的なストラテジーを使用する傾向が強いということを示している。補助部は、3 グル
ープとも、｛肯定的意見｝を使用していたが、使用されていた種類に注目すると、CJ は｛肯定的意見｝
と｛その他｝の 2 種のみで、JJ や CC に比べ限定的だった。出現順序については、JJ と CJ は、［｛理由
提示｝のみ］、［｛代案提示｝のみ］を多用している点、［｛反対意見｝のみ］をほとんど使用していない
点で類似していた。しかしそれらが全体に占める割合に注目すると、JJ は単一のストラテジー（［｛理
由提示｝のみ］、［｛代案提示｝のみ］および［｛反対意見｝のみ］）によって簡潔に「不同意」行為を遂
行することが多いのに対し、CJ では複数のストラテジーによって「不同意」行為を遂行し、発話が長
くなる傾向がみられた。CC では、CJ と同様の傾向がみられた。学習者の発話が目標言語に比べ冗長
的である現象は、「ワッフル現象 (Edmondson and House 1991) 」と呼ばれるが、これが生じた原因と
しては、母語からの負の転移と自信の欠落や熱意が考えられる。CJ は、複数のストラテジー、特に｛理
由提示｝を階層的に示すことにより、聞き手に同意できない旨を、より丁寧に、より正確に、より論
理的に、相手を説得するよう試みたと考えられる。 
5.1.2  複合型 
冒頭部で使用されるストラテジーについては、JJ と CJ は、｛情報要求｝先行型を多用する点でやや
似通っていたが、相違点が多く観察された。顕著に異なったのは 3 点である。1 点目は、JJ では主要
部先行型が過半数を占めたのに対して、CJ では逆に補助部先行型が過半数を占めた点である。CC で
は JJ と同様に、主要部先行型が過半数を占めた。これらは、CJ が JJ や CC に比べ、何らかのクッシ
ョン、つまり外的修正を行ってから中核部分に入るパターンが多いこと、「不同意」行為の相互交渉が
長くなることを示している。2 点目は、主要部先行型のうち冒頭で最も多く使用するストラテジーが、
JJ では｛反対意見｝であるのに対して、CJ では｛理由提示｝だった点である。｛理由提示｝先行型は、
CC も最も多く使用していた。したがって CJ は、母語の語用論的知識を使用した可能性がある。3 点
目は、CJ が主要部前に外的修正として使用したストラテジーが｛明確化要求｝に偏っており、｛意見
保留｝を使用していなかった点である。｛明確化要求｝は、疑念を示したり、相手の発話意図を尋ねた
りすることにより「遅延」、つまり「不同意」行為を遅らせる。CJ による｛明確化要求｝の多用は、
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自身のもつ聴解能力や理解能力に対する自信の欠落を反映させた結果であるとも考えられる。しかし
それ以上に、命題内容に対する聞き手と話し手自身の意見とのずれに気づき、そのずれを明確にする
べく聞き手に疑問を投げかけ、慎重に「不同意」を展開させていることが窺える。一方の｛意見保留｝
は、ためらい表現と同様に、聞き手の意見を一旦受け止めることにより、後続する「不同意」を遅ら
せ、結果的に「不同意」全体を緩和させる。CJ による｛意見保留｝の非用には、以下 3 点が影響した
と思われる：(1) 会話の流れが滞ることを回避した点、(2)｛意見保留｝のもつ語用論的効力に関する
知識が十分ではない点、(3) ｛意見保留｝を産出するだけの十分な語用論的能力を習得していない点。 
次に、ストラテジーの連鎖について考察する。各ストラテジーの使用頻度は、JJ、CJ ともに、主要
部のストラテジーの使用頻度が補助部を上回っていた。CC も同様の結果だった。しかし補助部が全
体に占める割合は、CJ が最も高く、中でも｛明確化要求｝が多かった。JJ と CC の｛明確化要求｝の
使用頻度は、非常に低かった。また主要部のうち最も使用頻度が高いストラテジーについても、JJ で
は｛反対意見｝、CJ では｛理由提示｝と、異なる傾向がみられた。CC は CJ 以上に｛理由提示｝を使
用していた。したがって CJ は母語の語用論的知識を使用した可能性が高い。出現順序については、
質問を除くと、単一のストラテジーによる冒頭文の使用率は、JJ と CJ では類似する傾向がみられた
が、CC ではその半分だった。これらは、CJ が JJ と同様に話者交替を行いながら「不同意」行為を展
開させていることを示唆している。Clancy et al. (1996) は、日本語と英語は、中国語に比べ、あいづ
ちの使用頻度が高かったと報告しているが、本研究の CJ は、あいづちに関して、JJ の語用論的規範
を習得している可能性が高い。フォローアップ・インタビューでも日本語のあいづちについて言及す
る学習者がいたことから、一部の CJ は、目標言語と母語の会話展開パターンの差異に気づき、目標
言語のそれに意図的に近づけたと思われる。JJ と CJ の相違点は、JJ が冒頭で様々な言語表現による
｛反対意見｝を示すのに対して、CJ は断定的な｛理由提示｝を示すことが多かった点である。CC は
複数のストラテジーを連鎖させるパターンがほとんどだったため、CC からの負の転移であるとは考
えられない。したがって、［｛理由提示｝のみ］は「不同意」のタイプを問わず、CJ が選好するストラ
テジーであると考えられる。 
 
5.2 ヘッジ 
5.2.1 ヘッジの使用率 
まず、JJ、CJ ともに、ヘッジを使用しない主要部（以下、「非用」）が使用する主要部（以下、「使
用」）を上回ることが明らかになった。CC も同様の結果だった。しかし統計の結果、他の 2 グループ
に比べ、JJ は「使用」に、CJ では「非用」に偏ること、CC では両者が拮抗することが明らかになっ
た。これは、Nikula (1997) および堀田・堀江 (2013) を支持する結果である。これらは、目標言語の
語用論的規範の習得に失敗したことを示すと同時に、ヘッジの運用の難しさを示唆するものである。 
5.2.2 言語形式 
以下では、日中両言語のヘッジを「疑問ヘッジ」と「叙述ヘッジ」に分け、それぞれ行う。「疑問ヘ
ッジ」とは、「その命題に対して話し手の判断が成り立たない」ことを示し、相手あるいは自分自身に
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問いかけたりする言語形式である。一方の「叙述ヘッジ」とは、内容や話し手の判断などを聞き手に
伝えることを表す言語形式である。 
まず両ヘッジ（疑問ヘッジ・叙述ヘッジ）が全体に占める割合を比較すると、他の 2 グループに比
べ、JJ では疑問ヘッジに有意に偏り、CJ では疑問ヘッジと叙述ヘッジの使用が均衡することが明らか
になった。CC では有意に叙述ヘッジに偏っていた。 
疑問ヘッジのうち、JJ が特徴的に使用していたのは「ない［↑］」である。「～ない［↑］」を含む
否定疑問文は、形式上は疑問文であっても、「話し手の事態に対する何らかの見込み、つまり「傾き」
の現象」（安達 1999）であり、命題の真偽を問うものではない。本研究で観察された否定疑問文は、
話し手に当該事態について何かしらの判断がありながらも、結果的には相手にその事態についての判
断を委ねており、「命題の不確かさ」と「発話態度の緩和」という両機能を兼ね備えたポライトネス・
ストラテジーの一つといえる。しかしながら本研究の CJ は、JJ に比べほとんど使用していなかった。
この結果に影響を与えた要因は、否定表現の習得の難しさ（家村 2003）と母語の影響が大きいと思わ
れる。本研究の CC は、否定疑問（「不是～吗」など）を 1 例も使用していなかった。大西 (1995) お
よび井上・黄 (1996) は、中国語の否定疑問文の構文上には聞き手への配慮が示されないこと、中国
語では否定辞つきの真偽疑問文が使える文脈は極めて限定されていることを、それぞれ指摘している。
以上のことから、否定疑問文の運用に関しては、CJ は母語の影響を受け、言語形式だけでなく、その
語用論的効力に気付かず、うまくマッピングができなかった可能性が高い。 
叙述ヘッジの言語形式は、JJ、CJ ともに種類数が多かったが、CC ではさらに多種多様だった。JJ、
CJ の主な類似点は、「思う」、「たぶん」、「とか」を多用し、命題の不確かさを示していた点である。
これらは、CJ が目標言語の語用論的規範をある程度習得した結果であると考えられる。中でも「思う」
の多用に影響を与えた要因には、思考動詞「思う」（森山 1992）のヘッジとしての普遍性と習得のし
やすさの２点が考えられる。叙述ヘッジを品詞別に分類した結果、JJ と CJ は動詞類、副詞を多用す
る点で類似していたが、CJ は副詞を過剰に使用し、句は使用していなかった。副詞は活用変化の生じ
ない品詞であり、句は統語的操作を伴う。したがって CJ は、より運用のしやすい副詞に依存したと
思われる。 
 
5.3 認知プロセス 
まず思考言語に関する回答結果については、「日本語」で思考する学習者が最も多く、次いで「日本
語と中国語の両方」、「中国語」と述べる学習者が続いた。Taguchi (2008) が指摘するように、第二言
語環境下にいるからといって必ずしも外国語環境下にいる学習者よりも語用論的能力を習得するとは
限らない。しかし、少なくとも第二言語環境下では、教室内外の日々の生活において否応なしに目標
言語にさらされる。したがって第二言語環境下にある本研究の学習者は、目標言語である日本語で思
考し、日本語の語用論的知識にアクセスした可能性が考えられる。学習者個人に注目し、「不同意」行
為で産出された言語表現を併せて考察すると、「日本語」で思考すると回答した学習者の発話は個人差
が大きく顕著な傾向がみられなかった。しかし「日本語と中国語の両方」あるいは「中国語」と回答
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した学習者の発話は、JJ とはもちろん、日本語で思考すると回答した他の学習者ともやや異なる傾向
がみられた。これらのことから、思考言語は「不同意」行為中の言語表現に少なからず影響を与えて
いると思われる。 
 留意点に関する回答結果については、設定したディスカッションのテーマの難しさを指摘し、「特に
なし」と回答者が最も多く、次いで自分の意見や情報を正確に伝達させる、相手の誤解を回避するよ
うに努めていたとする学習者、「待遇表現」や「場の雰囲気」とポライトネスや会話の円滑な進行に関
して述べる学習者が続いた。「適切な文法表現や語彙」と述べる学習者はわずか 1 名だった。本研究で
扱ったディスカッションは、会話参加者間の合意形成を図ることを目的としている。したがって CJ
は、対人配慮よりも意見や情報の伝達が優先させた可能性が高い。「待遇表現」や「場の雰囲気」など
ポライトネスや円滑な会話進行に言及していた学習者は、敬体やフィラー、頻繁なあいづちなどによ
って、具現化させていた。 
最後に日本語の語用論的知識についての回答結果を考察する。回答は多岐にわたったが、「他者の立
場や意見、感情への配慮」、「曖昧、婉曲、間接的表現の選好」という、言わばステレオタイプとも言
える語用論的知識をもっていることが明らかになった。また同時に、上述の日本語の語用論的特徴は
母語である中国語のそれとは大きく異なると認識していることも分かった。CJ の｛明確化要求｝や｛情
報要求｝といったストラテジーの多用は、対話相手である日本人の発話の曖昧性を排除するべく行っ
た結果であり、聞き手としての語用論的能力の不十分さを補完した結果であると考えられる。しかし
言語使用に関しては、｛意見保留｝先行型やヘッジの過少使用がみられ、自身の日本語の語用論的知識
を適切に言語化させている学習者は多くなかった。これらは「不同意」行為の遂行の難しさに起因す
るところが大きいが、学習者の日本語への心的距離も影響した可能性がある。学習者の中には、「日本
語の言語習慣に慣れ、順応しなければならない」と述べる者もいれば、「自分は変えられない」と目標
言語への順応よりも自己のアイデンティティの重要性をほのめかす者もおり、多様な回答結果がみら
れた。話し手の言語使用を心理的観点から分析、解明を試みた Giles et al. (1991) は「スピーチ・アコ
モデーション理論」を提唱している。スピーチ・アコモデーション理論では、対話相手の言語的特徴
に近づいていくことを「収束・収斂 (Convergence)」と呼び、それらを心理的要因と言語的要因とに区
分している。上述のインタビューの結果と実際に遂行された「不同意」行為の言語使用とを併せて考
察すると、心理的要因が言語使用に影響した可能性は否定できない。 
 
6. おわりに 
本研究では、中国人日本語学習者を対象とし、日本語母語話者との比較を行いながら、学習者の「不
同意」行為における言語使用、特にストラテジーの連鎖とヘッジに注目して分析および考察を行った。
また、日本語母語話者の言語使用との差異を生じさせる原因を探った。 
その結果、単独型の「不同意」では、学習者の言語使用は目標言語話者に比較的類似しており、語
用論的規範を習得していることが明らかになったが、ヘッジに関しては逸脱する点が多かった。複合
型では、話者交替に関しては目標言語話者と類似していたが、｛明確化要求｝先行型の過剰使用や｛意
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見保留｝先行型の非用、｛理由提示｝先行型の多用、ヘッジの過少使用など、多くの相違点が観察され
た。このような目標言語からの逸脱には、「不同意」行為の難しさ、ヘッジの運用の難しさだけでなく、
母語の影響として、膠着語（日本語）と孤立語（中国語）という言語類型的な相違、優先するポライ
トネス・ストラテジーの相違が大きく影響していると思われる。さらに、「不同意」行為中の思考言語
や留意点、日本語の語用論的知識とそれに対する心的距離も影響した可能性が考えられる。 
以下では、本研究の考察結果の日本語教育への応用について述べる。現在、日本国内で使用されて
いる中級レベル以上用の会話の教科書を概観すると、「不同意」行為については発話内効力を緩和する
言語表現を紹介するものが中心となっている。しかし本研究で明らかになったように、「不同意」行為
を遂行するにあたって、日本語母語話者は、まず聞き手に情報を求め、得た反応をもとに反対意見を
示したり、一旦意見を保留して聞き手の意見を受け止めた後に「不同意」行為を展開させたりと、1
発話文レベルではなく、相互交渉の中で「不同意」行為を展開させていくことが多々ある。さらに意
見を主張する際にも、ただ非明示的に述べるのではなく、疑問ヘッジによって自分の不確かさを示し
ながら、最終判断を会話参加者に委ねるといった対人配慮を行っている。また何のクッションも挟ま
ずに直ちに反対姿勢を示したり、理由を述べたりすることもある。ディスカッションでは、自身の意
見に固執し、一方的に主張するのではなく、会話参加者との調和をはかりながら、協調的に会話をす
すめていく能力が求められる。聞き手との相互交渉を行う過程において、聞き手への配慮を示しなが
ら、自身の意見を適切に述べる能力を向上させることは、学習者のみならず、日本語母語話者にとっ
ても重要であり、社会生活を営んでいく上で、必要不可欠な能力である。目標言語において、母語話
者の語用論的規範に忠実に従い、外的修正を行ったり、ヘッジを使用したりする必要はない。しかし
適切な文脈でそれらを使用し、解釈できることは当該外国語の語用論的能力の習得において重要であ
り、これは日本語教育にも当てはまる。また学習者の中には、目標言語社会への順応を重視する者も
いれば、自己のアイデンティティを優先させたいと考える者もいる。したがって教師は一方的な教示
を行うのではなく、学習者が適切な語用論的規範をもち、適切で実行可能な言語的選択が行えるよう、
教室内で指導する必要がある。 
本研究では、中国人日本語学習者が「不同意」行為で示すストラテジーの連鎖やヘッジの使用状況
は明らかになったが、いくつかの課題が残った。1 点目は学習者の母語についてである。本研究では、
現在、日本国内で最も学習者数が多い中国人留学生を対象とした。しかし近年、日本語学習者の出身
国・地域は多様化している。今後、異なる言語の母語話者を対象として調査を行い、その普遍性を検
証する必要がある。学習者の言語使用が、普遍的なものなのか、特定の母語や文化に独特なものがあ
り、それらの影響を受けたのかを解明することは、第二言語学習者の中間言語を明らかにするだけで
なく、日本語教育への応用も可能にする。2 点目は、学習者の滞在期間についてである。本研究での
調査参加者の滞日期間は 2 ヶ月から 44 ヶ月と幅があった。これらは、本研究で分析対象とした語用論
的特徴（「ストラテジー」、「ヘッジ」）に大きな影響を与えたとは考えにくい。しかし、フィラーの使
用には、滞在期間が影響したと思われる点もあり、今後、考慮していく必要がある。３点目は、分析
手法についてである。本研究では、学習者の「不同意」行為を目標言語話者および学習者の母語話者
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と量的に比較するため、話し手の発話を中心に分析を行った。しかし実際の「不同意」行為は、話し
手と聞き手との連続的に行われる相互行為の中で展開されるものであり、会話分析の手法により会話
の連鎖構造 (sequence organization) を詳細に分析していく必要がある。 
今後は、これらを改善した研究計画を練り、学習者による「不同意」行為の普遍性、個別性につい
て検証し、日本語教育の現場での効果的な教授法の開発に応用させたいと考える。また収集した発話
データをコーパス化し、中間言語語用論だけでなく、文法や音声など異なる分野においても役立てる
よう、貢献したい。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は、第二言語学習者の語用論的能力の解明を目指す中間言語語用論の観点から、「不同意」の
発話行為における第二言語としての日本語学習者の日本語の使用の実態を探求したものである。中国
語を母語とする日本語学習者が不同意発話行為においてどのようなストラテジーを展開しまたどのよ
うに対人配慮を具現化するか、さらにそられの点に関して日本語学習者と母語話者とのあいだで差異
が見られるのか、差異が生じる場合にその原因は何か、という問題について実証的研究を行っている。 
 具体的には、以下の 3 点の研究課題に取り組んだ。 
 
I 中国人日本語学習者と日本語母語話者の「不同意」行為で使用されるストラテジーの連鎖の類似点
と相違点を明らかにする。 
II 中国人日本語学習者と日本語母語話者の「不同意」行為におけるヘッジ (発話内容への話者のコミ
ットメントを減少させる目的で用いられる表現) の使用状況の類似点と相違点を明らかにする。 
III 「不同意」行為を遂行する際の学習者の認知プロセスを明らかにする。 
 
調査では、日本語母語話者のペア、中国人日本語学習者と日本語母語話者のペア、および中国人日
本語学習者のペアについて、課題達成型のディスカッションを行うように指示し、その後でフォロー
アップ・アンケートを行った。得られたデータの分析は、①反対意見、②代案提示、③理由提示、④
肯定的意見、⑤意見保留、⑥情報要求、⑦明確化要求、⑧その他、の 8 つのストラテジーに分類して
行った。 
結果として、不同意が 1 発話文のみで遂行される単独型では、学習者の言語使用は日本語母語話者
に比較的類似しており、語用論的規範を習得していることが分かった。しかし、ヘッジにかんしては
逸脱する点が多かった。また、不同意が複数の発話文によって遂行される複合型では、話者交代に関
しては母語話者に類似しているものの、母語話者と比較した場合、いくつかのパターンの過剰使用や
非用、さらにヘッジの過少使用が目立った。これらの結果は、日本語と中国語の言語類型論的相違や
ポライトネス・ストラテジーの相違等が影響して生じたものと考えられる。 
- 75 - 
 
外国語教育に関連する中間言語語用論の重要性は最近しばしば指摘されているが、特に日本語学習
者に関する研究は少なく、しかも重要な発話行為の 1 つである不同意の発話行為について客観的なデ
ータにもとづく緻密な実証的研究を行っており、本論文の意義は高いと考えられる。よって、本論文
は、博士 (国際文化) の学位論文として合格と認める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
